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研究成果の概要（和文）： 本研究は、組織機能論と知識創造論における過去の先行研究を踏ま

え、日本企業における知識創造の組織ダイナミズムについて、アンケート調査とインタビュー

調査に基づいて実証研究を行ったものである。日本の上場製造企業（研究開発部門/研究企画部
門）125 社(有効回答率 13%)から回答を得て知識創造に関する分析を行った。その結果、6 つ
の知識創造促進要素を抽出しその関係性を分析すると共に、欧米型と日本型の知識創造理論の

統合仮説を提示した。その結果は論文・シンポジウムなどを通じて公表した。 
 
研究成果の概要（英文）： The empirical study was done about organizational dynamism of 
knowledge creation in Japanese manufacturing companies based on the questionnaire 
survey and interviews after the intensive literature survey. The number of the survey 
response to about 1,000 listed manufacturing companies listed on Japanese stock 
exchanges, especially R&D division/research planning department, was 125 (the effective 
response rate of 13%).  The multi-variable statistical analysis about knowledge creation 
was conducted., and as a result, the relations among 6 KCAs (Knowledge Creation 
Accelerators) were analyzed and the integrated theoretical hypothesis of both of Western 
type and Japanese type knowledge creation theories was proposed. The results were 
published with journal papers, books and a symposium.  
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１．研究開始当初の背景 
企業組織の機能について、近年ミクロ経

済学の視点から分析する理論的・実証的な

研究が盛んになってきている。Milgrom 
and Roberts (1990)は現代の製造活動の中
における経営要素間の「補完性」を分析し、
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企業の組織機能を「コーディネーション」

と「モチベーション」の２つの基本機能に

代表させた。そして理論的研究に基づき、

多くの実証研究が生まれてきたが、そこで

大きな役割を果したのが企業の現場におけ

る活動データであった。例えば Ichniowski 
et.al. (1997)は、工場生産過程のミクロデー
タを利用して、製造現場における創造的作

業慣行（チーム活動やインセンティブなど）

の間に補完関係が存在し、それが高い生産

性を生み出していることを示した。また

Mendelson（2000）は、企業業績に影響を
与える各種の経営機能からなる「組織 IQ
モデル」を構築して実証分析を行った結果、

統計学的に有意な結果を示した。 
一方、現代は情報や知識を活用して新た

なアイデアや価値を創発することが社会的

に期待されており、企業経営でもイノベー

ションの促進、知識創造への取り組み、知

的財産権の重視など、知識や創造をキーワ

ードにした価値創出が唱えられている。学

術的にも「知識創造理論」（ナレッジマネジ

メント:KM）の分野では、野中郁次郎氏ら
の唱える SECIモデル（野中ほか 1996）が
世界的な知識創造理論として知られている。

SECI モデルの特徴は、商品開発活動に内
在する知識創造プロセスに注目し、アイデ

アの表出とその形式化の過程をモデル化し

たものであり、今や日本発の世界的な経営

理論となっている。しかし組織レベルで言

えば、SECI モデルはミクロの創発局面を
うまく描き出してはいるが、マクロ組織の

おけるダイナミズムにまで言及していない

ために、企業経営への適用は必ずしも進ん

でいない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、知識創造活動と組織機能に関

する文献研究を踏まえ、企業の知識創造活

動についてのアンケート調査、インタビュ

ー調査などの実証分析によって、知識創造

の組織ダイナミズムを探ることを目的とし

た。ここで言う「ダイナミズムを探る」と

は、①知識創造のための組織機能を構成す

る基本要素を同定し、②それら要素間の相

互作用を観察し、③要素群の最適な組合せ

とその条件を見出すことである。言い換え

れば、組織における知識創造プロセスを形

式知化することを目指す。 
 
３．研究の方法 
  まず、内外の先行研究から(1)知識創造
と組織機能に関する関係性、(2)様々なコ
ンティンジェンシー（条件）、(3)成果と
の因果関係、などを抽出し、それを基に

して、知識創造と組織機能の相互関係を

示す仮説モデルを構築した。さらにその

内容を確認するために知識創造に力を入

れる大手企業数社に対して個別インタビ

ューを実施。同時に先行研究や応募者の

蓄積をベースに質問票案を作成した。 
その後その質問票を利用したアンケー

ト調査を実施しその結果データの分析を

行った。アンケート調査のターゲットは、

大手上場企業を中心に日本を代表する製

造セクターの企業約 1,000社の研究開発
に関わる部門へのアンケート調査とした。

また日本国内において、新技術による事

業開発を手掛ける部門や技術型企業への

インタビュー調査も同時に行うことで、

知識創造と組織機能の実際の運用面に関

する分析を行った。それらに基づく分析

論文を執筆すると共に、また民間企業に

対する本研究テーマのフォーラムなどを

実施することによって、産業や社会への

研究成果のフィードバックを行うことを

目指した。 
 また本研究のために開発した質問票や



 

 

データは、将来知識創造と組織機能に関

心を持つ学術的研究者に対して、一定の

ルールの下で研究目的に利用できるよう

にインターネット等からのダウンロード

ができるように仕組みを整備することを

予定した。 
 
４．研究成果 

  まず、内外の先行研究から知識創造と組
織機能に関係する経営要素を抽出し、知識

創造のための組織機能における仮説モデル

を構築することを目指した。具体的には、

理論論文と実証論文の両面で、各種の文献

データーベースにアクセスして知識創造に

関する論文を検索した。その結果①理論面

で約 50論文と②実証面で約 150論文をそ
れぞれ選び出した。またそれらの論文内容

を精査することによって、知識創造に影響

を与えていると考えられる経営要素（組織

の機能、資源、条件など）を抽出した。そ

してその経営要素の相互関係を「グローバ

ル・マップ」と「エンピリカル・マップ」

という関係図として描くことで要素間の因

果関係を分析した。さらにそれらの相互関

係から 6 つの促進要素を抽出し KCA
（Knowledge Creation Accelerator）を同
定した。すなわち、①「知識吸収能力」、②

「内部連携」、③「外部連携」、④「従業員

コミットメント」、⑤「SECI バランス」、
⑥「協力と信頼」である。それを基にして

アンケート調査用の質問票のドラフト案を

作成した。こうしたアンケートと同時に、

半導体ウェハの有力製造企業である米国サ

ムコ社や米国ゼロックス・パルアルト研究

所等のインタビューによって、知識創造の

経営における課題を調査した。 
  続いて、文献研究や準備段階における数
社の識者インタビュー等を踏まえて質問票

を完成させ、アンケート調査を実施した。

アンケートは日本の製造業を代表する総合

電機・電子機器、機械・その他機械、製薬、

その他製造などのセクターにおける上場製

造企業（研究開発部門/研究企画部門）を調
査ターゲットにして、2011 年 6 月から 7
月にかけて実施した。具体的には上場企業

935 社に対して質問票を送付し、最終的に
125 社から回答(回答率 13%)を得ることが
できた。 
 
 図 1 業種構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 単純集計を行った上で、前述の 6 つの
KCA の観点からの個別企業の知識創造と
組織機能に関する分析を行った。各回答企

業については個別分析（全体との比較）を

基にして、その分析結果を診断シートとし

て送付することでアンケートへの協力に対

するフィードバックを行った。 
  
表１ 知識創造の加速要因の構成 
 この分析プロセスを経て、本研究から２

 

 



 

 

つの研究成果が出て来た。第一は上述の 6
つの知識創造促進要素とその関係性分析で

あり、第二はこれら促進要素からなるマク

ロとミクロの知識創造論の統合仮説モデル

の提示である。 
 まず、KCAに影響を与える要因を探る統
計分析から、知識創造促進要素である KCA
やその他の組織機能が互いに影響を与えて

いることが示された。具体的には、６つの

促進要因の内の①知識創造のためのコーデ

ィネーション機能である「内部連携」や「外

部連携」と、②知識創造の支援要因に関係

する組織機能である「R&D リーダーシッ
プ」「R&D人事制度」「R&D支援策」など
が、それぞれ「知識吸収能力（ACAP）」と
有意な相関関係があり、さらに ACAPは新
製品開発力と相関があることから、ACAP
がそれらの媒介変数になっていることが示

された。 
 また、促進要素の相互作用を検討する過

程で、研究枠組の見直しも実施した。相矛

盾するように見える組織変数の両立こそが

重要であると経営の実践現場では認識され

ているのにもかかわらず、従来の多くの実

証研究は相矛盾するように見える組織変数

を含んだモデルを避けているようだという

問題意識からはじまり、リーダー実践の要

因と経営資源の要因との組み合わせが知識

創造能力に影響を与えるという、交互作用

を加味した枠組を作成し、これを用いた実

証分析を実施した。前述のアンケート調査

で得たデータから、知識創造能力に好影響

を与えるのは、「短期的管理」と「知識探索

的資源」の組み合わせと、「長期的管理」と

「知識活用的資源」の組み合わせという、

どちらも一見すると一致性に乏しい組み合

わせであることが発見された。 
 なお本調査の成果である論文の１つであ

る Zelaya-Zamora et al. 2012 は、KMO 
(Knowledge Management in 
Organization)学会年次大会において
Award of Scientific Excellenceを受賞した。 
 一方で、本研究プロジェクトの目的の一

つであった SECI理論に代表される日本型
知識創造理論に関するマクロレベルへの拡

張性についても研究に進展が見られた。従

来から欧米流のマクロ組織レベルの認識論

的知識創造論と、ミクロ組織レベルである

SECI モデルとのアプローチの違いによっ
てそれぞれ異なる文脈で議論されることが

多かったが、本研究によって両者の統合の

可能性が見えて来た。前述のように欧米で

は知識創造プロセスはマクロ組織的視点か

ら見ているが、野中理論である SECIモデ
ルは逆にミクロ組織レベルがベースになっ

ているために、企業組織などのマクロ的文

脈での知識創造プロセスの理論づけが未だ

に不十分であった。しかし我々は本研究の

知識吸収能力(ACAP)に関する研究を進め
る中で、日本型 Ontological SECI shiftの
概念（Wu・妹尾・Magnier-Watanabe 2010）
と欧米型 Epistemological（認識論的）な
概念とを組み合せることが可能であるとの

認識に至った。すなわち、知識創造理論の

異なる 2つのアプローチ（日本流と欧米流）



 

 

を統合する知識創造の統合仮説を提唱した。

（図２を参照）現在そのための論文を準備

中である 
 なおこうした研究成果は、2013 年 3 月
22日（金）に東工大の芝浦にある CIC（キ
ャンパスイノベーションセンター）セミナ

ールームにて、「KCAによる研究開発機能
の強化―知識創造を促す組織機能のダイナ

ミズムの研究―」と題してアンケートに協

力してもらった企業を含めた外部者向けの

シンポジウムを開催した。 
 また開発した質問票並びに結果データ等

は、東京大学社会科学研究所のアーカイブ

データベースに登録することによって、内

容に関心を持つ他の研究者が閲覧利用でき

るよう、現在寄託を行う予定である。 
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